
日立市（ひたちし）

＜行政組織＞

①議会(H15.3.1 現在)

議長 芽野 茂彦 副議長 渡部 源昭

任期 H15.4.30 定数 36 名 現議員数 34 名

党派別 民主 5 公明 5 共産 1 無 23

②三役(H15.3.1 現在)

長 樫村 千秋 任期 H11.5.1～H15.4.30

助役 高畠 俊/根本 茂 収入役 竹内 晶子

③職員数 （人）

H12 年度 H13 年度 H14 年度
職員数

1,718 1,666 1,627

普通会計 1,435 一般行政職 755

うち施設関係 355 技能労務職 173

企業職 132職員一人

当たり住民数
118.7

消防職 278

公営事業会計 192 教育職 62

職員構成

(H14.4.1)

合計 1,627 その他 227

④機構図（H15.4.1 現在）

<市 長>－<助 役>－

秘書課

政策審議室－政策企画担当,政策調査担当,企画課,

合併推進担当,中部合同庁舎建設担当,

総 務 部－総務課,広聴広報課,人事課,行政管理課,情報化推進室,

管財課,交通防災課,工事検査課,市民課,中部支所,

南部支所,豊浦支所,日高支所,西部支所

財 政 部－財政課,市民税課,資産税課,納税課,契約課

生活環境部－市民活動課,女性政策課,環境保全課,環境衛生課,

清掃センター,吉田正記念事業担当

保健福祉部－健康づくり推進課,国民健康保険課,介護保険課,住宅課,

｜

福祉事務所－社会福祉課,こども福祉課,高齢福祉課,障害福祉課

都市建設部－都市計画課,用地課,道路建設課,道路管理課,建築指導課,営繕

課,地籍調査課,中心市街地活性化担当

産業経済部－商工課,観光課,農林水産課

<収入役>－会計課

<公営企業管理者>－

業 務 部－総務課,経理課,料金課,給排水課

上下水道部－水道課,浄水課,下水道課,浄化センター

<消防長>－

消防次長－総務課,警防課,予防課,日立消防署,多賀消防署,

臨港消防署,北部消防署

<議 会>

事務局長－事務局

<教育長>－

教育次長－総務課,学務課,生涯学習課,スポーツ振興課,青少年課,

指導課,教育行政推進担当,学校その他の教育機関

<行政委員会>

選挙管理委員会,監査委員,公平委員会,農業委員会,

固定審査評価審査委員会

＜概要＞

①沿革

昭和 14 年 9月 1日 市制施行

昭和 30 年 2月 15 日 編入 多賀町、日高村、久慈町

中里村、坂本村、東小沢村

昭和 31 年 9月 20 日 編入 豊浦町

②地勢・風土等

日立市は表日本の中央部、茨城県の北東部に位置し、首都東京

へ約150kmの距離にある。東は太平洋に面して南北約24kmの海岸

線を有し、北西部は阿武隈山地の支脈である多賀山地が連なり、市

内の約 3 分の 2 を覆っている。南は久慈川を挟んで、日本の原子力

の発祥地、東海村と接している。

気候は東日本東海道型の良気候地域に属しており、比較的冬は

暖かく、夏は涼しい自然環境に恵まれた地域である。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H15.3.1）

男 101,788 100,637 97,084 95,653

女 100,353 98,607 96,269 95,362
人

口

(人) 合計 202,141 199,244 193,353 191,015

世帯数 67,984 71,759 73,018 73,586

④有権者数（H14.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 77,642 77,436 155,078 16.5％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 11 年度）

市町村内総生産 8,899 億円 就業者 1人当たり 7,601 千円

住民所得 5,746 億円 人口 1 人当たり 2,950 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H11 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 3,570 0.4％ 1,530 1.70％

第 2 次 482,099 54.2％ 36,234 40.36％

第 3 次 426,497 47.9％ 51,792 57.69％

総額・総数 889,977 ― 89,773 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
1,447 1,189 115（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H13.1.1～H13.12.31)

製造業

(H13.12.31)
558 28,791 1,260,873

商店数 従業者数
年間販売額

(H13.4.1～H14.3.31)卸・小売業

(H14.6.1)
2,324 15,056 437,825

④特産物

日立せんべい ひたちの竹人形
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<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H12 決算 H13 決算 増減率

歳 入 64,310,930 59,942,761 -6.8

歳 出 62,657,154 58,496,050 -6.6

形式収支 1,653,776 1,446,711 ―

実質収支 488,307 957,796 ―

単年度収支 171,035 469,583 ―

実質単年度収支 -64,373 627,084 ―

②主な歳入・歳出（平成 13 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 59,943 ― -4,368 -6.8

地方税 28,187 47.0 505 1.8

地方交付税 6,316 10.5 -1,751 -21.7

国庫支出金 4,363 7.3 28 0.6

地方債 3,607 6.0 -3,066 -45.9

その他 17,470 29.1 ― ―

歳 出 58,496 ― -4,161 -6.6

義務的経費 26,691 45.6 0 0

人件費 13,677 23.4 -84 -0.6

扶助費 5,566 9.5 102 8.1

公債費 7,448 12.7 102 1.4

投資的経費 10,198 17.4 ― ―

普通建設事業費 10,198 17.4 -3,790 -27.1

うち補助 2,108 3.6 -1,033 -32.9

うち単独 7,943 13.6 -2,786 -26.0

その他の経費 21,607 36.9 ― ―

③主要指標（平成 13 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H14） 23,294 百万円

基準財政需要額（H14） 29,125 百万円

標準税収入額等（H14） 30,836 百万円

標準財政規模（H14） 36,645 百万円

財政力指数（H12～14） 0.773

経常収支比率 81.5 ％

公債費負担比率 16.5 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 12.7 ％

税の徴収率（現年） 97.7

税の徴収率（合計） 91.3

ラスパイレス指数(H14.4.1) 101.0
④将来にわたる財政負担(単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 60,877,805 166.1

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 5,026,295

実質債務残高( C A+B) 65,904,100 179.8

積立金現在高（D） 14,696,318 40.1

将来にわたる財政負担（E C-D） 51,207,782 139.7

⑤市町村税の状況（平成13年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

12,060,386 11,388,415市町村民税

（構成比） （39.1） （40.4）
94.4

14,693,273 13,002,365固定資産税

（構成比） （47.6） （46.1）
88.5

4,121,186 3,796,033その他の税

（構成比） （13.3） （13.5）
92.1

合計 30,874,845 28,186,813 91.3

＜公共施設整備状況＞（平成 13 年度）

小学校 24 校 老人福祉施設 10 ヶ所

中学校 15 校 病院・診療所 460 ヶ所

幼稚園 34 園 道路改良率 52.6％

保育所 15 ヶ所 道路舗装率 74.3％

図書館 2 ヶ所 ごみ焼却処理率 70.6％

公営住宅 4,706 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 7.0 ㎡ 上水道等普及率 97.3％

公民館等 14 ヶ所 排水等処理率 98.46％

体育館 19 ヶ所

プール 8 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
107.6％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

（仮称）吉田正記

念館建設事業

H14

～

H16

作曲家故吉田正氏を顕彰するた

め、記念館をかみね公園に建設す

る。
439

（仮称）中部合同

庁舎建設事業
H15

（仮称）中部合同庁舎を建設するた

めの基本設計・実施設計委託
109

日立駅前広場整

備事業

H14

～

H16

日立駅前広場の再整備 481

成沢小学校校舎

大規模改修事業

H14

～

H15

昭和４６年建設の校舎に大規模改

造、地震補強工事を行なう
332

（仮称）久慈川水

系交流センター

建設事業

H14

～

H15

久慈川水系の沿川市町村の交流機

能を核として、地域活動、情報発信を

行なう施設を建設する。
242

②今後の主要課題・特色ある行政等

〈主要課題〉
・少子高齢化対策 ・まちのにぎわい創出,産業施策

・合併特例法期限内の合併実現

〈特色ある行政〉
・少子化対策施策の推進（少子化対策室の設置、啓発フォーラムの開催）

・健康づくり施策の推進（２４時間体制電話相談サービス）

・市街地内雨水計画策定 ・（仮称）教育振興プラン策定

・（仮称）吉田正記念館建設 ・（仮称）中部合同庁舎の建設

・日立地区産業支援センターの運営（サテライトオフィスの整備）

・ワークショップ形式による公園リニューアル

・日立駅前広場の整備 ・（仮称）久慈川水系交流センター建設

・成沢小学校校舎大規模改修事業


